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Unfortunately at present I can’t find out the study on the part-time fishery establishment with farm-
ing at all. The reason depends on the following condition. That is to say, before 1960 s almost of the fish-
ery establishments run the farming together in Japan, but after 1970 s these part-time fishery establish-
ments rapidly decreased. And the ratio of these part-time fishery establishments decreased to 11% at
2003.
Now, shall the part-time fishery establishments with farming together disappear before long? This
study is the answer to this question. The methodology of this study is statistical analysis. As the results I
can point out following three points.
(1) Today undoubtedly the part-time fishery establishments with farming together rapidly decreased. But
more than 20% of the fishery establishments run the farming together in the small-sized fishery strata and
“Nori” laver aquaculture. And there are not a little these part-time fishery establishments with farming to-
gether at East China Sea.
(2) And the percentage of farming income in the total income of fishery establishment is about 10% now.
It is certainly not so many, but it has meaningful economic role, because generally fishery income is very
changeable, but farming income is comparatively constant.
(3) I can find out one of the typical case of part-time fishery with farming in Saga Prefecture. In this pre-
fecture there are two types of part-time fishery with farming. One is at the coast of Ariake Sea and one
more is at the coast of Genkai Sea. Mainly “Nori” laver aquaculture with rice farming is run at the former
region and many various fishery with many various farming is run at latter region.
Key words: Part-time Fishery Establishment with Farming, Small-sized Fishery Strata, East China Sea,
“Nori” Laver Aquaculture, Saga Prefecture
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は じ め に
拙著において１９９８年漁業センサス（農水省）等を用いて半農半漁に関する統計分析を行った１）．
その後２００３年漁業センサス結果が公表された．一方，そもそも半農半漁に関するデータが少な
いなかで，これまで利用してきたもう１つの重要な統計書であった『漁業経済調査報告』（同）
が２００１年度版から『漁業経営調査』に再編され，これまで調査してきた農業所得の項目を外し
たため，それ以降，この統計書からは半農半漁における農業所得の分析ができなくなってしまっ
た．上掲拙著において半農半漁研究が農学分野からも水産学分野からも避けられる傾向にある
こと，また半農半漁に関する統計が少ないことを述べたが，こうして半農半漁に関する統計分
析はますます狭められる状況となってきている．
いずれにしても，２００３年漁業センサス等の新しい結果が公表された段階で，筆者は改めてこ
れらの新しい統計を使って上掲拙著で提示した分析結果を再度確認・検証する必要に迫られて
いる．それは統計研究分野における宿命でもある．
そこで，本稿は，２００３年漁業センサスと１９９８年以降農業所得が確認できる最終年次の２０００年
版『漁業経済調査報告』を用いて，上掲拙著での分析結果の新たな段階での検証作業を行うこ
とを課題とする．
．全国の動向
１．歴史性―２００３年漁業センサスの結果―
図１に２００３年漁業センサス結果から得られた半農半漁経営体数とその内容を１９８８年漁業セン
サス以降のものに追加して図示した．１９９８年には個人経営体総数に対する半農半漁経営体数の
割合は１４．１％に減少してきていたため，２００３年センサス結果においてそれが１０％水準を切るか
どうかに注目していたが，それは１１．５％となり，辛くも１割台を維持した．
一方，内容構成はどうか．１９９８年以降，基本的な変化は見られない．たとえば，主とする兼
業種類が自営農業であるかどうかでは，そうであるものの割合が大半を占めているわけだが，
それは１９９８年以降それぞれ５１％，５６％，５８％，そして２００３年は６２％と増加傾向を示している．
その要因は目下不明である．また，主とする兼業が自営農業である経営体数の中では兼より
兼が多く，主とする兼業が自営農業ではないような経営体数の中では両者の大小関係がその
逆であることなどにおいても，これまでと変わりはない．
こうして，たしかに半農半漁経営体は減少傾向を続け，今日１割水準に落ち，マイナー化し
ているが，内容構成においてはこれまで基本的に変化はなく推移している．今後どのように推
移するのか，注目していく必要がある．
２．階層性および漁業種類
では次に，階層性および漁業種類においては，その後どうなったか．
それらを表１に示したが，これまで小規模階層およびのり類養殖業に比較的多くの半農半漁
経営体が残存し，またその割合も少なくなかったわけだが，１９９８年から２００３年にかけて，これ
らの階層における半農半漁経営体数はさらに減少し，またその割合も低下した．すなわち，半
農半漁経営体数が比較的多かった動力船使用１トン未満層，同１～３トン層，同３～５トン層
では，その経営体数はそれぞれ６千台から４千台へ，３千台から２千台へ，２千台から１千台
へ，またのり類養殖業でも２千台から１千台へとそれぞれほぼ１ランク減少した．また，半農
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図１ 自営農業を営んだ個人漁業経営体の内容と推移（全国）
資料：農林水産省『漁業センサス』．
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表１ 階層別および漁業種類別にみた半農半漁経営体（農業を営んだ漁業経営体）数とその割合の推移
漁業経営体総数 農業を営んだ
漁業経営体数
農業を営んだ漁業
経営体数の割合（％）
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
１９７８ １９８８ １９９８ ２００３ １９７８ １９８８ １９９８ ２００３ １９７８ １９８８ １９９８ ２００３
合計 ２１０，１２３１８２，１６４１４３，１９４１２５，９３１ ７１，５６０ ４５，２３０ ２０，１６３ １４，４２８ ３４．１ ２４．８ １４．１ １１．５
漁船非使用 １０，４６４ ６，３２８ ４，３４９ ３，８６９ ６，４３４ ３，１９９ １，４５０ １，１５５ ６１．５ ５０．６ ３３．３ ２９．９
漁
船
使
用
無動力船のみ ２，９４１ ７７２ ２８４ １９４ １，４１９ ３４１ １１１ ４０ ４８．２ ４４．２ ３９．１ ２０．９
動
力
船
使
用
１トン未満 ４６，１２９ ４１，５４０ ３４，２９２ ３０，７９１ １７，５９５ １２，４６８ ６，４６２ ４，７０３ ３８．１ ３０．０ １８．８ １５．３
１～３ ４６，００１ ３７，２２５ ２６，１４８ ２２，２０７ １２，１５５ ７，５０８ ３，１０３ ２，１９２ ２６．４ ２０．２ １１．９ ９．９
３～５ ３２，７６５ ３５，６０２ ３１，６６８ ２８，６４３ ６，５４８ ５，２６１ ２，４４５ １，８６９ ２０．０ １４．８ ７．７ ６．５
５～１０ １０，４０９ １１，４４９ １０，６２３ １０，０５５ １，９９７ １，６０１ ７５３ ５７０ １９．２ １４．０ ７．１ ５．７
１０～２０ ５，１１８ ５，１４４ ４，３８１ ３，８９７ ８６３ ５８２ ２１０ １６８ １６．９ １１．３ ４．８ ４．３
２０トン以上 ２，９９９ ２，０５２ １，３００ １，０４９ ４３２ １７１ ５７ ３０ １４．４ ８．３ ４．４ ２．９
小計 １４６，３６２１３３，７８４１０８，６９６ ９６，８３６ ４１，００９ ２７，９３２ １３，１４１ ９，５７２ ２８．０ ２０．９ １２．１ ９．９
小型定置網 ５，４２１ ５，０５８ ４，２５９ ３，８１９ ２，１５８ １，４０６ ６３３ ４４７ ３９．８ ２７．８ １４．９ １１．７
のり類養殖 ２４，３４１ １３，２５６ ７，２０２ ５，５５８ １２，８５１ ６，４７３ ２，４５０ １，５９２ ５２．８ ４８．８ ３４．０ ２８．６
資料：農林水産省『漁業センサス』．
半漁経営体数はそれほど多くないが，その割合は比較的高かった漁船非使用と無動力船階層は，
この５年間にその割合をそれぞれ３割台から２割台に低下させた．また，上記のように半農半
漁経営体数もその割合もともに比較的多かった（高かった）のり類養殖業のその割合も同年間
に３割台から２割台に減少した．
こうして，これまで半農半漁経営体数やその割合が比較的多かった（高かった）階層や漁業
種類でもこの５年間にその経営体数やその割合は一貫して減少傾向を示し，これらの階層や漁
業種類でも半農半漁経営体数とその割合は依然縮小傾向にあると言わざるを得ない．この点で
も今後どうなるのか，その動向を見定めていかなければならない．
３．地域性
２００１年の漁業法の一部改正に伴う海区の見直しにより，２００２年から図２に見られるように，
北海道海区が２区に分けられ，従来日本海北区に属していた石川県が日本海西区に所属替
えとなり，従来日本海西区に属していた山口県が東シナ海区に変わり，日本海北区，日本海
西区および東シナ海区に所属する県に変更がなされた．
そこで，これらの変更に沿った新たな海区区分に従って，２００３年漁業センサスデータでもっ
て，全国４７都道府県の半農半漁経営体数およびその割合の比較を行ったのが図３～５である．
まず，図３で半農半漁経営体数を見ると，すべての都道府県で例外なくその絶対数は減少し
た．ただ，その経営体数が比較的多い県の順位は５年前と基本的に変化はなく，１位は長崎県
で１，２４３，２位は熊本県で１，１０２，３位は新潟県の９６３である．その他，比較的それが多い県と
して，三重県，鹿児島県，愛媛県，石川県，宮城県，沖縄県，岩手県などを挙げることができ
る．
また，地域的に最も半農半漁経営体数が固まって存在しているのは九州の東シナ海区であり，
次いで三重県等の太平洋中区と宮城県，岩手県を含む太平洋北区にもそれが少なくないこと
も，５年前と変わりがない．
次いで，個人漁業経営体総数の中に占める半農半漁経営体数の割合を，主とする兼業種類が
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自営農業であるかどうかの内訳別に２分して示したのが図４である．図３と見比べて，全体と
しては半農半漁経営体数が多い都道府県はその割合も高いと見て間違いないが，しかし，図３
とは異なる県も数件見受けられる．たとえば，長崎県は半農半漁経営体数においては日本一多
いがその割合となると１割台と低い．それに対し，佐賀県は絶対数では１１位であるが割合では
３位と高い．また，拙著において，自営農業の位置づけについて詳述し，自営農業が主とする
兼業種類ではないものは文字通りの半農半漁の実体を必ずしも持っていないことを述べたが，
半農半漁経営体数割合が１～２位である新潟県と石川県は，必ずしもその実体を持たない可能
性の高いこの経営体数の割合が過半数を占めているのに対し，佐賀県ではその逆に文字通り半
農半漁の実体を持つと考えられるもの（狭義の半農半漁）の割合が大半を占めている点も，５
年前と同じである．
さらに，文字通り半農半漁の実体を持つと考えられる「狭義の半農半漁」の中身を兼・
網走支庁と根室支庁の境界
北海道松前郡松前町と福島町の境界
青森県下北郡佐井村と脇野沢村の境界
千葉県と茨城県の境界
和歌山県と三重県の境界
和歌山県日高郡美浜町と日高町の境界
	徳島県海部郡由岐町と阿南市の境界

愛媛県八幡浜市と西宇和郡保内町の境界
大分県北海部郡佐賀関町佐賀関漁業地区と神崎漁業地区の境界
鹿児島県と宮崎県の境界
福岡県北九州市旧門司漁業地区と田ノ浦漁業地区の境界
山口県下関市下関漁業地区と壇ノ浦漁業地区の境界
山口県と島根県の境界
石川県と富山県の境界
図２ 大海区区分図
資料：『２００５改訂農林水産統計用語事典』農林統計協会，２００５年，４０９頁．
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平均307
平均191
平均11.5％�
平均7.1％�
平均7.1％� 平均3.8％�
兼の内訳別に示したのが図５である．このような観点から見ると，兼・兼合計では佐賀県
が新潟県を若干上回って１位となる．さらに，そのうちの兼を見ると佐賀県が断然トップと
なる．こうして，内容的に文字通り半農半漁の実体を持つ「狭義の半農半漁」の割合という観
図３ 自営農業が主とする兼業か否か別の漁業経営体数の内訳（２００３年）
資料：農林水産省『２００３年（第１１次）漁業センサス』．図２，図３も同じ．
図４ 自営農業が主とする兼業か否か別の漁業経営体数の経営体総数に対する割合（２００３年）
図５ 主とする兼業が自営農業である漁業経営体数の兼業種類別割合（２００３年）
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点から見ると，佐賀県が日本を代表する半農半漁地域であると言うことができるわけだが，こ
の点も５年前と同様であった．
４．半農半漁における「農業」の経済的位置―『漁業経済調査報告』分析―
半農半漁の存在形態は多様であるが，本来，半農半漁とは，漁村において農業も営んでいる
漁家の就業の有り様であるため，基本的なタイプにおいては漁業の比重が高く，それに比べれ
ば農業のそれはそれほど高くはないと考えられる．そして実際，統計上もそのように出ている．
しかし，比重は小さいとはいっても，これまで半農半漁が存続してきた１つの重要な要因とし
て，農業生産の不可欠性が存在していたわけである．もっとも，半農半漁経営体数割合の減少
は，農業の不可欠性の低下を推測させる．とするならば，ではいったい，半農半漁において現
在，農業生産の経済的意味はどのくらいあるのかが問題となる．
そこで，拙著では，『漁業経済調査報告』（農水省）を利用して，独自の推計を行い，まず
今日，半農半漁経営体数が激減し少数派化したもとでは，半農半漁経営体のサンプルがどのく
らい含まれているのかという統計上の問題が存在するため，その点を考慮して統計データから
半農半漁世帯の農業所得の推定を行ったこと，その結果，今日，半農半漁経営体数の多い，
あるいはその割合の高い，動力船１トン未満層，のり養殖業，太平洋北区，東シナ海区におい
ては５００万円から１，０００万円水準の漁家所得の中で推定農業所得は５０万円～８０万円台，その割合
は１０％前後と見られること，しかも，これらの階層，漁業種類，海区では，推定農業所得は
漁業外被用労賃よりも高いこと，そして，推定農業所得は確かにそれほど高いものではない
が，今日的諸事情を勘案すると，漁家経済の中で決して無視しえない位置を占め，ボーナス的・
保険的な「隠れた役割」を果たしていることが判明した．そしてこの点こそが半農半漁の経済
的な存立条件にほかならないと判断した．
では，その後どうなったか．そこで，この点に関しても，歴史的，階層・漁業種類別，およ
び地域的な観点から，その動向の検証を行う．
 歴史性
拙著でも指摘したように，全体的な統計データの制約条件下にもかかわらず，その後さらに
統計上の制約が増すこととなった．すなわち，前回使用した『漁業経済調査報告』は２００１年度
版から『漁業経営調査』に再編されるに伴い，これまで調査してきた農業所得の項目を外すこ
ととしたため，この統計書からはそれ以降，半農半漁における農業所得の分析はできなくなっ
た．そこで，次善の策として，農業所得が調査された最後の２０００年版での検討とせざるを得な
かった．また，それに伴い，半農半漁経営体数割合は５年おきの１９９８年および２００３年の漁業セ
ンサスでしか分からず，その２０００年の数値は存在しないため，両年の平均値（中間値）をもっ
て２０００年のものとすることにした．以上のような仮定（暫定値）を設けて農業所得の推定計算
を行った結果が表２である．
漁船漁家平均で見ると，農業所得額はほとんど変化がなく，１９８８，９８，２０００年とも５万円台
であり，これ自身は極めて小さい数値である．しかし，半農半漁経営体数割合で割り戻してみ
ると，これも大きな変化はなく，１９８８年以降５０万円台となっている．そして，この５０万円台の
数値は大きくはないが，平均値であることを考慮すると決して無視できない数値であると思わ
れることをまず確認しておきたい．
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表２ 農業を営んだ漁船漁家の農業所得の推計値（全国） （単位：千円，％）
１９７８ １９８８ １９９８ ２０００
漁
船
漁
家
平
均
漁家所得 Ａ ４，００９．７ ５，３６６．８ ５，７０５．６ ５，４９２．５
漁業所得 ２，２６３．３ ２，４７２．０ ２，１５８．３ １，９５０．５
漁業外被用労賃 ３７１．７ ５６８．６ ７０５．１ ５８３．３
農業所得 Ｂ ４６．４ ５２．２ ５８．７ ５６．０
農業を営んだ漁家の割合 Ｃ ２８．０ ２０．９ １２．１ １１．０
農業を営んだ漁家の農業所得の推計 Ｄ＝Ｂ／Ｃ・１００－１ １６５．７ ２４９．８ ４８５．１ ５０９．１
農業を営んだ漁家の農業所得の割合 Ｅ＝Ｄ／Ａ・１００ ４．１ ４．７ ８．５ ９．３
う
ち
１

未
満
層
漁家所得 Ａ ３，４０８．１ ５，１７２．０ ５，１６９．０ ５，１５０．２
漁業所得 １，４６３．０ １，８２４．７ １，３３０．６ １，３１１．８
漁業外被用労賃 ５１４．２ ６９４．２ ５８４．８ ４６３．９
農業所得 Ｂ ７１．０ １２９．３ １４９．３ １１９．４
農業を営んだ漁家の割合 Ｃ ３８．１ ３０．０ １８．８ １７．１
農業を営んだ漁家の農業所得の推計 Ｄ＝Ｂ／Ｃ・１００－１ １８６．４ ４３１．０ ７９４．１ ６９８．２
農業を営んだ漁家の農業所得の割合 Ｅ＝Ｄ／Ａ・１００ ５．５ ８．３ １５．４ １３．６
資料：Ａ，Ｂ，Ｄ，Ｅは農林水産省『漁業経済調査報告（漁家の部）』，Ｃは同省『漁業センサス』１９９８年と
２００３年の中間値．
表３ 農業を営んだ漁家の農業所得（推計値）の位置の階層別・漁業種類別比較（全国・２０００年）
（単位：千円，％）
漁家所得 漁業所得 漁業外被
用労賃
農業所得 農業を営
んだ漁家
の割合
農業を営んだ漁
家の農業所得の
推計
農業を営んだ漁
家の農業所得の
割合
Ｄ／Ａ・１００
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
（Ｂ／Ｃ・１００－１）
漁船漁家平均 ５，４９２．５ １，９５０．５ ５８３．３ ５６．０ １１．０ ５０９．１ ９．３
動
力
船
１トン未満 ５，１５０．２ １，３１１．８ ４６３．９ １１９．４ １７．１ ６９８．２ １３．６
１～３ ４，８１４．６ １，４９１．８ ８７２．５ ３２．１ １０．９ ２９４．５ ６．１
３～５ ６，０８０．８ ２，７５３．６ ５１２．０ ２０．６ ７．１ ２９０．１ ４．８
５～１０ ６，６８３．０ ２，９２２．７ ４５１．１ ６．８ ６．４ １０６．３ １．６
小型定置網 ６，２１１．０ ２，２４１．０ ４８２．２ △５．４ １３．３ △４０６．０ △６．５
のり養殖業 １３，４７２．９ ８，０１３．１ ２４６．３ ２４４．１ ３１．３ ７７９．９ ５．８
資料：『平成１２年漁業経済調査報告（漁家の部）』．
註：Ｃは漁業センサスの１９９８年と２００３年の中間値．△はマイナス値．
 階層性および漁業種類
次に階層的に，そして漁業種類別に見たものが表３である．
動力船１トン未満層において推定農業所得は７０万円弱，所得割合は１４％，のり養殖業におい
て同所得は約７８万円という結果を得た．なお，これらの水準は拙著の１９９８年の数値からの結果
とほぼ同水準である．そして，この７０万円台の数値は決して少なくないと判断する．
 地域性
最後に，地域性から見た計算結果を示したのが表４である．
なお，表の海区区分は，上述の新たな海区区分に合わせ，図１に照応させている．推計計算
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表４ 農業を営んだ漁船漁家の農業所得（推計値）の海区別比較（２０００年） （単位：千円，％）
漁家所得 漁業所得 漁業外被
用労賃
農業所得 農業を営
んだ漁家
の割合
農業を営んだ漁
家の農業所得の
推計
農業を営んだ漁
家の農業所得の
割合
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
（Ｂ／Ｃ・１００－１）
Ｄ／Ａ
漁
船
漁
家
平
均
全 国 ５，４９２．５ １，９５０．５ ５８３．３ ５６．０ １１．０ ５０９．１ ９．３
北 海 道 区 ５，９５３．０ １，９７６．３ ４７１．２ － １．０ － －
太平洋北区 ５，８０１．６ １，９５７．９ ３９４．９ １０１．７ １４．２ ７１６．２ １２．３
太平洋中区 ６，０４５．０ ２，１９９．０ ５５４．９ １２７．１ １２．２ １，０４１．８ １７．２
太平洋南区 ３，６１９．０ １，７０６．７ ５３０．６ ５８．２ ６．５ ８９５．４ ２４．７
日本海北区 ７，３３１．３ １，９４０．４ １，２０３．６ ６０．１ ２５．３ ２３７．５ ３．２
日本海西区 ６，２０５．２ ２，０６７．４ ８１５．４ １３．５ １９．６ ６８．９ １．１
瀬戸内海区 ５，１５０．４ １，９４２．３ ４５７．１ ６．０ ９．６ ６２．５ １．２
東シナ海区 ３，８０５．３ １，３３５．６ ４１２．６ １１２．８ １７．３ ６５２．０ １７．１
資料：『平成１２年漁業経済調査報告（漁家の部）』．
註：Ｃは漁業センサスの１９９８年と２００３年の中間値．両年間に海区の変更がなされたため１９９８年を新海区区
分に合わせている．
の結果，半農半漁経営体数が比較的多く，かつその割合も比較的高い太平洋北区，太平洋中区
および東シナ海区において，それぞれ７２万円，１０４万円，６５万円という少なくない数値が得ら
れた．一方，半農半漁経営体数が少なく，かつその割合も低い太平洋南区でも９０万円という少
なくない数値が得られた．その意味は目下不明である．
以上の数値は推定数値であるという限界性はあるものの，概して半農半漁経営体数が比較的
多く，かつその割合も比較的高い海区において，６０～１００万円台の決して少なくないと思われ
る農業所得水準の推定数値が得られた点に注目したい．
５．小括
その後も半農半漁経営体数は減少し，その割合も低下したが，２００３年で１１％と１０％台を維持
した．また，絶対数と割合は減少しつつも，地域的には，絶対数では長崎県が，文字通りの半
農半漁の実体を持つものの割合という観点から見た場合は佐賀県がそれぞれ注目される点に基
本的な変化はなかった．さらに，２０００年『漁業経済調査結果』において，小規模階層やのり養
殖業において，また，半農半漁経営体数が比較的多く，かつその割合も比較的高い太平洋北区，
太平洋中区および東シナ海区において，６０～１００万円台の無視しえない農業所得水準の存在を
確認することができ，このような階層・漁業種類と海区における農業所得の経済的意味を検証
しえた．
．佐賀県の動向
１．歴史性
佐賀県でも依然，半農半漁経営体数の減少が続き，過去１０年間で全国同様に半減した．また，
その割合も減少した．ただ，割合的には全国有数の高い値を示しており，２００３年で全国平均が
１１％になったのに対し，佐賀県はその２倍余の２５％を維持し，県内の漁業経営体の４分の１が
まだ農業も営んでいる実態を示している．
また，内容的に見て，半農半漁の実体を持つと考えられる「主とする兼業種類が自家農業で
小林：半農半漁経営再論－２００３年漁業センサス結果等の分析を中心として－ １０３
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図６ 自営農業を営んだ個人漁業経営体の内訳と推移（佐賀県）
資料：漁業センサス．
ある漁業経営体」（狭義の半農半漁）の割合が全国一であることは既に述べた．そして，半農
半漁全体の中でこの狭義の半農半漁の割合が特に高い点が佐賀県の特徴である．さらに，狭義
の半農半漁の中で，最もその実体を体現していると考えられる兼漁家の割合が極めて高い点
も佐賀県の特徴である．そして，以上の諸点が，半農半漁の多様化の進行のもとで，佐賀県の
半農半漁が実体的に日本の半農半漁を代表する象徴的存在であると述べた理由に他ならない
が，２００３年の実態からもそのことを確認することができよう．
２．地域性と漁業種類―松浦（玄海）・有明の２類型―
表５に，松浦（玄海）海区と有明海区の半農半漁経営体数とその割合の推移を示した．拙著
では１９９８年センサスにおいて，有明海区では個人漁業経営体の３分の１以上が半農半漁経営体
であることを根拠に，有明海区における半農半漁経営体数の高さを強調し，また，有明海区こ
そが上述の佐賀県が日本の半農半漁の代表格であることの象徴的存在であることを述べた．こ
の点はその後も変化がない．
しかし本稿では，表５から，松浦海区において，自営農業を営んだ漁業経営体（広義の半農
半漁）数の割合，なかでも自営農業が主とする兼業種類である漁家の割合がこの１０年間ほとん
ど変わっていない点に注目したい．その結果，松浦海区の半農半漁経営体数の割合は，１９７８，
８３年は全国平均以下，８８年は全国平均を若干上回り，９３年は逆に全国を下回ったが，それ以降
の１０年間は１５～１６％台を維持したため，９８年には全国平均が１４．１％に低下したのに対し松浦海
区は１６．４％とそれを若干上回るに至り，２００３年には全国平均１１．５％に対し松浦海区は１５．９％と
少しの開きを見せているように読めなくもない．いずれにしても，有明海区という典型的な半
農半漁地区に対し，これまで半農半漁地区としては必ずしも積極的には位置づけ難かった松浦
海区も，ここに至り，半農半漁地区として位置づけ直す必要性と，今後の動向への注目の必要
性を指摘しておきたい．
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表５ 佐賀県の２海区における半農半漁経営体数とその割合の推移 （単位：経営体，％）
個人漁
業経営
体数
自営農業を営んだ漁業経営
体数
主とする兼業種類が農業で
ある漁業経営体数
主とする兼業ではないが自
営農業を営んだ経営体数
兼 兼 計 兼 兼 計 兼 兼 計
松
浦
海
区
１９７８
１，９２０ ３５９ ２５５ ６１４ ２４１ １５９ ４００ １１８ ９６ ２１４
１００．０ １８．７ １３．３ ３２．０ １２．６ ８．３ ２０．８ ６．１ ５．０ １１．１
９３
１，３４３ ９０ １１７ ２０７ ６４ ７５ １３９ ２６ ４２ ６８
１００．０ ６．７ ８．７ １５．４ ４．８ ５．６ １０．３ １．９ ３．１ ５．１
９８
１，１４７ １０１ ８７ １８８ ６１ ５３ １１４ ４０ ３４ ７４
１００．０ ８．８ ７．６ １６．４ ５．３ ４．６ ９．９ ３．５ ３．０ ６．５
２００３
１，０２６ ８２ ８１ １６３ ４８ ６２ １１０ ３４ １９ ５３
１００．０ ８．０ ７．９ １５．９ ４．７ ６．０ １０．７ ３．３ １．９ ５．２
有
明
海
区
１９７８
２，７３３ １，５９５ １１０ １，７０５ １，５０７ ９５ １，６０２ ８８ １５ １０３
１００．０ ５８．４ ４．０ ６２．４ ５５．１ ３．５ ５８．６ ３．２ ０．５ ３．８
９３
２，１４４ ８６７ ８８ ９５５ ７９３ ５６ ８４９ ７４ ３２ １０６
１００．０ ４０．４ ４．１ ４４．５ ３７．０ ２．６ ３９．６ ３．５ １．５ ４．９
９８
１，６７５ ５１５ ８６ ６０１ ４７０ ４５ ５１５ ４５ ４１ ８６
１００．０ ３０．７ ５．１ ３５．９ ２８．１ ２．７ ３０．７ ２．７ ２．４ ５．１
２００３
１，２９４ ３２７ ８０ ４０７ ２８８ １７ ３０５ ３９ ６３ １０２
１００．０ ２５．３ ６．２ ３１．５ ２２．３ １．３ ２３．６ ３．０ ４．９ ７．９
資料：漁業センサス．
これまでも，半農半漁における佐賀県内の２類型の存在には注目してきたが，その中で有明
海区のそれが典型的で佐賀を代表するタイプであることを特に強調したために，玄海海区の半
農半漁はむしろ付属的な扱いとなっていた嫌いがあったが，しかし今や，こうして玄海海区の
半農半漁もわが国の平均割合をはっきりと超える実態を備えてきていることから，量的な問題
以上に質的な問題として，これら両海区のあり方は基本的に同等かつ典型的な２類型として位
置づけられることを確認したい．
そこで，これらの両タイプの違いをさらに確認するために，表５から模式的に示したものを
図７として掲げておきたい．
小林：半農半漁経営再論－２００３年漁業センサス結果等の分析を中心として－ １０５
松浦（玄海）海区�
非農業漁家�
863 戸�
（84.1％）�
②53戸（5.2%）�
上　場　台　地�
②102戸（7.9%）�
非農業漁家�
887 戸�
（68.5％）�
有明海区�
半農半漁世帯�
①305戸（23.6%）�
佐　賀　平　坦�
非漁業農家� 非漁業農家�
非漁業�
　農家�
非漁業�
　農家�①110戸（10.7%）�
図７ 半農半漁（農業と漁業を行う）世帯の地域分布（佐賀県・２００３年）
資料：漁業センサス．
註１：：主とする兼業種類が農業である漁業経営体数，：主とする兼業種
類ではないが農業を営んだ漁業経営体数
註２：％は個人漁業経営体総数に対する割合．
次いで，関連して，佐賀県内の２海区の半農半漁における漁業の内容の違いを理解するため
に掲載したのが図８である．
ここから，一方の有明海区の半農半漁の漁業の内容はのり養殖がほとんどを占めていること，
それに対し他方の松浦（玄海）海区の半農半漁における漁業の内容は極めて多様であることを
特徴としていることが分かる２）．なお，有明海区の実態は先にのり養殖業に半農半漁が多いこ
とを述べた点の典型事例となっていることは言うまでもない．
次いで，以上の２海区の特徴をさらに見定めるために，半農半漁における自営農業の位置づ
けをさらに詳しく市町村別に示したものが表６である．
ここから，以下の３点を確認することができよう．
１つは，兼業種類別に見て，松浦海区では兼と兼がほぼ同数存在しているのに対し，有
明海区では兼が８割を占めているという違いがあることである．その理由は，次の第２の点
ともかかわるが，松浦海区では特に唐津市などに見られるように，主とする兼業種類が自営農
業である漁業経営体における兼の多さに起因している．そして，その実態は農漁家悉皆面接
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海面�
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有　明�
15,068百万円�
（69.6％）�
ノリ類養殖�
91.4％�
ノリ類養殖�
91.4％�
海面漁業�
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魚類2.0％�
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その他魚類 0.9％�
ガザミ類 0.5％�
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サルボウ�
（モガイ） 2.0％�
その他貝類�
 1.1％�
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0.9％�
ボラ類�
0.2％�
調査結果３）から，漁業権は持っているが「浜明け期」の数日間しか漁業（採藻・採貝など）を
行わない世帯（農家）がその地域に少なからず存在していることによるものであることが判明
した．これは，先の図１に戻って再確認するならば，統計上区分することができないためにと
りあえず「狭義の半農半漁」に分類せざるをえなかったが，本来は「狭義の半農半漁」とは言
い難い「農業＋勤務等＋漁業」(e)に相当するものと考えられる４）．
２つは，両地域の半農半漁における漁業種類の違いである．松浦海区の漁業種類は極めて多
様であったため，表においてそれらをいちいち示すことは不可能であった．他方，有明海区の
半農半漁における漁業種類は，全体としては４０７経営体の中で３１０経営体（７６％）がのり類養殖
業を営んでおり，なかでも兼漁家の場合は３２７経営体の中で９４％を占める３０９経営体がのり類
養殖業を営んでいる．すなわち，兼に分類される半農半漁のほとんど（９割以上）がのり類
養殖業を主体とした半農半漁であることが分かるが，兼の中の一部の１８経営体と兼の８０経
営体の中のほとんどの７９経営体，合わせて９７経営体（２４％弱）における漁業種類はのり養殖業
以外である．こうして，全体として見ると，有明海区の半農半漁は大多数の「のり養殖業＋農
業」という兼漁家と少数の「農業＋のり養殖業以外の漁業」または「農業＋のり養殖業以外
の漁業＋勤務等」または「農業＋勤務等＋のり養殖業以外の漁業」という２つのタイプの半農
半漁が存在していると考えられる．そして，地域的には，前者は有明海区全域的に，後者は有
明町，鹿島市，太良町を中心に主として有明海区南部に存在するということができる．なお，
この場合，農業とはほとんどが水田（稲）作であることは言うまでもない５）．
図８ 佐賀県の２海区における漁業の種類別生産額構成（２００３年度）
資料：『平成１６年度佐賀県水産業の動向』佐賀県，２００５年，２０頁．
小林：半農半漁経営再論－２００３年漁業センサス結果等の分析を中心として－ １０７
表６ 自営農業を営んだ個人漁業経営体数の内訳（２００３年・佐賀県関係市町村別）
個人漁業
経営体数
Ａ
自営農業を営んだ
漁業経営体数
同左
割合
主とする兼業
種類が農業で
ある漁業経営
体数
同左
割合
主とする兼業
ではないが農
業を営んだ経
営体数
同左
割合
兼 兼 計Ｂ Ｂ／Ａ 
兼

兼
計
Ｃ
Ｃ／Ａ 
兼

兼
計
Ｄ
Ｄ／Ａ
県計 ２，３２０ ４０９（３０９） １６１（１）５７０（３１０）２４．６ ３３６ ７９ ４１５ １７．６ ７３ ８２ １５５ ６．７
松浦海区計 １，０２６ ８２（－） ８２（－） １６４（－）１６．０ ４８ ６２ １１０ １０．７ ３４ ２０ ５４ ５．３
浜 玉 町 １８ －（－） －（－） －（－） － － － － － － － － －
唐 津 市 ２５９ ４（－） ４１（－） ４５（－）１７．４ ４ ３１ ３５ １３．５ － １０ １０ ３．９
呼 子 町 ２５８ ２２（－） １８（－） ４０（－）１５．５ １６ １５ ３１ １２．０ ６ ３ ９ ３．５
鎮 西 町 ２１６ ２１（－） １３（－） ３４（－）１５．７ １２ ８ ２０ ９．３ ９ ５ １４ ６．５
玄 海 町 ７４ ２（－） － ２（－） ２．７ － － － － ２ － ２ ２．７
肥 前 町 １６９ ３３（－） １０（－） ４３（－）２５．４ １６ １ １７ １０．１ １７ ９ ２６ １５．４
伊万里市 ３２ －（－） －（－） －（－） － － － － － － － － －
有明海区計 １，２９４ ３２７（３０９） ８０（１）４０７（３１０）３１．５ ２８８ １７ ３０５ ２３．６ ３９ ６３ １０２ ７．９
千代田町 ７ ４（４） －（－） ４（４）５７．１ ４ － ４ ５７．１ － － － －
諸 富 町 ６７ －（－） －（－） －（－） － － － － － － － － －
川 副 町 ３５２ ９２（９１） ４（－） ９６（９１）２７．３ ６４ － ６４ １８．２ ２８ ４ ３２ ９．１
東与賀町 ９２ ８（８） １（－） ９（８） ９．８ ５ １ ６ ６．５ ３ － ３ ３．３
佐 賀 市 ５５ ３（３） １（－） ４（３） ７．３ ２ １ ３ ５．５ １ － １ １．８
久保田町 ５２ １（－） －（－） １（－） １．９ １ － １ １．９ － － － －
芦 刈 町 １０４ ５０（５０） １３（－） ６３（５０）６０．６ ４７ － ４７ ４５．２ ３ １３ １６ １５．４
福 富 町 ２７ １０（９） ３（１） １３（１０）４８．１ ９ １ １０ ３７．０ １ ２ ３ １１．１
白 石 町 ３６ ２４（２３） ６（－） ３０（２３）８３．３ ２４ ２ ２６ ７２．２ － ４ ４ １１．１
有 明 町 ７７ ３７（３７） ２４（－） ６１（３７）７９．２ ３６ ６ ４２ ５４．５ １ １８ １９ ２４．７
塩 田 町 １ －（－） －（－） －（－） － － － － － － － － －
鹿 島 市 ２１８ ８４（８０） １８（－） １０２（８０）４６．８ ８４ ５ ８９ ４０．８ － １３ １３ ６．０
太 良 町 ２０６ １４（４） １０（－） ２４（４）１１．７ ７ １ ８ ３．９ ７ ９ １６ ７．８
資料：『第１１次漁業センサス調査結果報告書』２００５年２月，佐賀県統計調査課．
註：（ ）内はのり類養殖業を営む経営体数．
３つは，有明海区の半農半漁経営体数の割合の市町村別のバランスが崩れてきたことである．
紙数の関係で表示は略するが６），もちろん１９９８年時点でも有明海区の市町村間には川副町を中
心とした東部は比較的低く，白石町，有明町等の西部が高いという傾向はあったが，しかし東
部でも佐賀市以外は全国平均をはるかに超える半農半漁経営体数割合を誇っていたし，東部と
西部の市町村間のその差も２～３倍ほどであり，隔絶した差ではなかった．しかし，２００３年で
はその差は隔絶的なものとなってきた．それは，東部の各市町村の半農半漁経営体数が激減し，
佐賀市のみならず東与賀町や久保田町もその割合が全国平均を下回るに至ったからである．そ
の典型事例は久保田町であり，この間に半農半漁経営体数が３０から１となり，今日では皆無に
近い．これまでは「半農半漁村」は松浦海区の漁村には点在していたのに対し，有明海区（有
明海沿岸）には全般的に形成されていたが，今日では有明海区においては西部への偏在性を強
めてきていると言うことができる．
１０８ 佐賀大学農学部彙報 第９２号（２００６）
３．小括
佐賀県でも半農半漁はこの１０年で全国同様に半減したが，割合的には全国の２倍の２５％と高
く，なかでも狭義の半農半漁割合は依然全国一を誇る．県内では特に有明海区の半農半漁経営
体数の減少とその割合の低下が激しかったのに対し，松浦（玄海）海区では経営体数は減った
がその割合は１０年間ほとんど変化しなかったため，県内においては松浦海区の半農半漁の比重
が高まった．
また，これまで有明海区（沿岸）一帯に全般的に半農半漁村が存在していたが，半農半漁経
営体数の減少とその割合の低下の激しさの結果，２００３年では半農半漁村の偏在性が確認され，
この面でも有明海区の半農半漁の存在形態の変化が確認された．
．総 括
全国的にも佐賀県においても１９９８～２００３年に半農半漁経営体数の減少とその割合の低下が確
認された．しかし，こうした半農半漁の全体的縮小傾向のもとでも，依然として階層性（漁業
種類を含む）と地域性が存在するし，また，その中の半農半漁経営体数割合の比較的高い階層・
漁業種類・地域の半農半漁においては農業所得が家計維持上不可欠な位置を占めていることが
検証できた．
同時に，わが国の半農半漁の典型事例と位置づけられる佐賀県の内部を見ると，全国と同じ
傾向を示しつつも，県内の２海区において，有明海区の半農半漁の量的・質的低下，それに対
する松浦海区の半農半漁の残存性の高さ，また有明海区の半農半漁村の偏在化などといった新
たな動向の進行を確認することもできた．
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